
 新型コロナウイルス感染症の影響により 
             府税の納付が困難な方に対する猶予制度 

 新型コロナウイルス感染症の影響を受け 
  
 
 

 

 等の事情により府税の納付が困難な場合は、法令及び条例に基づき、１年以内（事
情により最長２年まで）の期間に限り、納税の猶予を受けることができる場合がありま
す。詳しくは下記の担当事務所へご相談ください。 

〇法人府民税、法人事業税・・・京都府税務課管理係 ☎075-414-5234 

〇その他の税目は下記の事務所へお問い合わせください。 

既に納期限を過ぎて京都地方税機構へ徴収業務が移管されている場合 

納期限が到来していない場合、又は督促状が届いていない場合 

〇事業に著しい損失を受けた 
〇事業を廃止し、又は休止した 

 （＊）不動産取得税の場合は取得された物件地の所在地となります。 

 （＊）個人事業税の場合は事業所の所在地となります。 

〇全税目 

京 都 府 


